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○五島市居宅介護（介護予防）住宅改修費受領委任払実施要綱 

平成16年８月１日告示第48号 

改正 

平成18年３月31日告示第51号 

平成20年３月28日告示第40号 

平成28年３月31日告示第36号 

平成29年３月31日告示第26号 

令和２年３月31日告示第18号 

令和３年４月30日告示第55号 

五島市居宅介護（介護予防）住宅改修費受領委任払実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第45条第１項に規

定する居宅介護住宅改修費又は法第57条第１項に規定する介護予防住宅改修費（以下「居宅介護

住宅改修費等」という。）の支払の特例（以下「居宅介護住宅改修費等受領委任払」という。）

について必要な事項を定めるものとする。 

（居宅介護住宅改修費等受領委任払） 

第２条 この要綱において「居宅介護住宅改修費等受領委任払」とは、法第41条第１項に規定する

居宅要介護被保険者又は法第53条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下「居宅要介護被保

険者等」という。）が、法第45条第１項に規定する住宅改修（以下「住宅改修」という。）の事

業を行う者でこの要綱に基づき五島市の登録を受けたもの（以下「住宅改修事業者」という。）

に住宅改修を行わせたときに、居宅介護住宅改修費等の受領の権限を、当該住宅改修事業者へ委

任することをいう。 

２ 市長は、居宅要介護被保険者等が、介護保険法施行規則（平成11年省令第36号）第26条第１項

に規定する被保険者証に法第66条第１項に規定する支払方法変更の記載を受けている場合、法第

68条第１項に規定する保険給付差止の記載を受けている場合又は法第69条第１項に規定する給付

額減額等の記載を受けている場合については、居宅介護住宅改修費等受領委任払を行わないもの

とする。 

（住宅改修事業者の登録） 

第３条 住宅改修事業者の登録を受けようとする者（以下「申請者」という。）は介護保険住宅改

修給付券取扱事業者登録申請書（様式第１号。以下「事業者登録申請書」という。）を市長に提



2/17 

出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請は、住宅改修の事業を行う者の申請により、住宅改修の事業を行う事業

所ごとに行わなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による申請があった場合において、審査のうえ登録を決定したときは、

申請者に対し、介護保険住宅改修給付券取扱事業者登録決定通知書（様式第２号）により通知す

るものとする。 

（住宅改修事業者の届出） 

第４条 住宅改修事業者は、事業者登録申請書の記載事項に変更があったときは、介護保険住宅改

修給付券取扱事業者変更届出書（様式第３号）により速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 住宅改修事業者は、登録に係る住宅改修の事業を廃止し、休止し、又は再開するときは、介護

保険住宅改修給付券取扱事業者廃止・休止・再開届出書（様式第４号）により速やかに市長に届

け出なければならない。 

（住宅改修事業者の登録の取消し） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該住宅改修事業者に係る第３条第３項

の規定による登録の決定を取り消すことができる。 

(１) 居宅介護住宅改修費等の支給に関し不正があったとき。 

(２) 登録内容に虚偽があったとき。 

(３) その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により登録の決定を取り消すときは、介護保険住宅改修給付券取扱事業者

登録取消決定通知書（様式第５号）により当該住宅改修事業者に通知するものとする。 

（給付券の交付） 

第６条 居宅介護住宅改修費等受領委任払を希望する居宅要介護被保険者等は、介護保険住宅改修

給付券交付申請書（様式第６号。以下「給付券交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

(１) 工事費内訳書 

(２) 工事内容の見取図 

(３) 住宅改修に係る理由書 

(４) 住宅所有者の承諾書（住宅所有者が住宅改修を行う居宅要介護被保険者等でない場合に限

る。） 

２ 市長は、前項の規定により給付券交付申請書の提出があった場合において、その内容を適当と
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認めたときは、介護保険住宅改修給付券（様式第７号。以下「給付券」という。）を当該居宅要

介護被保険者等に交付するものとする。 

（給付券の変更） 

第７条 居宅要介護被保険者等は、給付券の交付を受けた後に、当該給付券の記載項目に変更があ

るときは、介護保険住宅改修給付券変更申請書（様式第８号。以下「給付券変更申請書」という。）

に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 工事費内訳書 

(２) 工事内容の見取図 

(３) 住宅改修に係る理由書 

(４) 住宅所有者の承諾書（住宅所有者が住宅改修を行う居宅要介護被保険者等でない場合に限

る。） 

２ 市長は、前項の規定により給付券変更申請書の提出があった場合において、その内容を適当と

認めたときは、新たに給付券を当該居宅要介護被保険者等に交付するものとする。 

３ 居宅要介護被保険者等は、給付券変更申請書を提出するときは、既に交付されている給付券を

市長に返還しなければならない。 

（給付券の再交付） 

第８条 居宅要介護被保険者等は、給付券の交付を受けた後に、紛失、焼失、破損、汚損その他の

理由により当該給付券の再発行が必要になったときは、介護保険住宅改修給付券再交付申請書（様

式第９号。以下「再交付申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 給付券の破損又は汚損をした場合には、前項の再交付申請書に、当該破損又は汚損をした給付

券を添えなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により再交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、新たに給付券を当該居宅要介護被保険者等に交付するものとする。 

４ 居宅要介護被保険者等は、給付券の再発行を受けた後、紛失した給付券を発見したときは、直

ちに、発見した給付券を市長に返還しなければならない。 

（支給の申請） 

第９条 居宅介護住宅改修費等受領委任払に係る当該費用の支給を受けようとする居宅要介護被保

険者等は、介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書（様式第10号）に次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 給付券 
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(２) 領収書 

(３) 住宅改修前後の写真 

(４) 工事費内訳書 

（居宅介護住宅改修費等の支給） 

第10条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、居宅介護住宅改修費

等の支給を決定したときは、当該住宅改修事業者に対しては介護保険住宅改修費受領委任払決定

通知書（様式第11号）により、当該居宅要介護被保険者等に対しては介護保険居宅介護（介護予

防）住宅改修費支給（不支給）決定通知書（様式第12号）により通知するとともに、当該申請に

係る居宅介護住宅改修費等を支払うものとする。 

（雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成16年８月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月31日告示第51号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月28日告示第40号） 

この告示は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日告示第36号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日告示第26号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日告示第18号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月30日告示第55号） 

この告示は、令和３年４月30日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 
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様式第５号（第５条関係） 
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様式第６号（第６条関係） 
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様式第７号（第６条関係） 
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様式第８号（第７条関係） 
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様式第９号（第８条関係） 
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様式第10号（第９条関係） 
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様式第11号（第10条関係） 
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様式第12号（第10条関係） 
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